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1. はじめに

　インターネットメディアを通じた政治情報接触が一般的となった現代日本

においても，有権者が政治の出来事を知り，理解する経路として，伝統的な

マスメディアである新聞の存在感は健在である。新聞は，紙媒体としては発

行部数減少という厳しい現実に直面しているが，政治を丹念に取材・論評す

るとともに，ニュースサイトなどを通じて幅広い有権者に伝える報道主体と

しての役割を担い続けている。インターネット時代の政治コミュニケーショ
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ンのあるべき姿を考察するためには，その軸となるマスメディアと政治の関

係の研究を避けて通ることはできない。

　┴有権者にとっての新聞Бを考える上では，各新聞に政治的傾向（論調）

がある点を前提とする必要がある。筆者は㈶現代日本の新聞と政治：地方

紙・全国紙と有権者・政治家㈵（金子 2023）において，主要な地方紙と全国

紙の論調を明らかにするとともに，有権者の投票先選択との関係を包括的に

分析し，日本のА新聞と政治Бの全体像の考察を世に問うた。他方で，全国

の有権者が新聞の政治的立ち位置をどのように認識しているかは，筆者を含

めてまだ解明の途上である。例えば全国紙 5紙に関しては，右寄り（保守的）

なА産経新聞・読売新聞（・日本経済新聞）Бと左寄り（リベラル）なА朝日新

聞・毎日新聞Бという左右イデオロギー的な分断があること自体は，政治学

者や社会心理学者，メディア研究者，政治関心が高い人々には（程度の差こ

そあれ）共有されていると思われるが，それが一般社会の中でどのように認

識されているかについては不明な部分が多い。

　全国紙 5紙の政治的立ち位置に対する有権者の認識を詳細に分析すること

がなぜ必要なのか。その理由の 1つ目は，А多くのメディアは政治的に偏向

しているБというА敵対的メディア認知(1)Б（Hostile Media Perception）が，

我々の民主主義にとって悪影響をもたらしうることにある。敵対的メディア

認知はVallone et al.（1985）によって示された現象・理論であり，А党派性

を持つ人々が，報道は自らの党派に敵対する形で偏向していると認識するБ

（稲増 2022: 101）傾向として定義できる。例えば左右イデオロギー的には右

派的な傾向がある有権者は，主流メディアがА左寄りに偏っているБと認識

することが予想されると同時に，А左派的に偏向しているマスメディアと政

(1) 敵対的メディア認知には様々な定義が考えられるが，本稿ではイデオロギー的
な偏向の認識に限定して論じる。敵対的メディア認知と政治的シニシズムの関
係については李（2021）を参照。
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党Бというアクター横断的な否定的党派性（Negative Partisanship）を有する

ことで，特にリベラル政党（立憲民主党や共産党など）に対する悪感情が強く

なっている可能性がある。これは逆も同様であり，主流メディアがА右に偏

っているБと考える（左派的な）有権者は，現在の政治アクターが全体とし

て右寄りであると認識し，保守政党（自民党）に対しても否定的な感情が強

い可能性があるのではないだろうか。すなわち，全国メディアである全国紙

5紙の政治的立場に対して極端な偏向認識を持っていることは，政党政治に

関するバイアスの認知や不満を促進する要因になりうると考えられる。

　2つ目の理由として，もし上述のように全国紙の政治的立ち位置に対する

認識が重要であるならば，その有権者間の不均質性（多様性）を検証するこ

とが不可欠となる点が挙げられる。仮にА朝日新聞は左，産経新聞は右Бと

いった相対的な位置関係は多くの人が共有していたとしても，それらのメデ

ィアが具体的にどのような位置にあると認知しているかについては，相当程

度のバラツキがあるのではないだろうか。言い換えれば，Аメディアの分断

認識Б自体の有権者間における分断を実証することが求められる。そのため

には，有権者調査の設計と統計分析の方法論の両面で，有権者間の不均質性

を析出できるようなデザインにすることが必要になってくる。

　3つ目の理由は，政治とメディアの党派的な分断が，近年になって特に深

刻になっていることであり，少し紙幅を割いて振り返えることとしたい。第

2期安倍晋三政権（2012 年 12 月～2020 年 9 月）は，特定秘密保護法制定や集

団的自衛権の行使容認などの保守的な政策を推進し，森友学園・加計学園問

題やА桜を見る会Б問題などのスキャンダルも抱えていたことで，立憲民主

党（旧民主党・民進党）や共産党などの野党やリベラル系（左寄り）メディア

からの追及を受けた。これに対し保守系メディアは，これら野党はもちろ
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ん，リベラル系メディアに対しても激しい批判を行った(2)。第 2期安倍政権

期は全国の新聞の左右イデオロギー的論調の分極化が強まったが（金子

2023），メディアの党派性自体に対する関心や批判的言説が社会において顕

在化していく時期でもあったと言える。

　他方で第 2期安倍政権では，政治家の側からもマスメディアに対する攻撃

が行われた点も大きな特徴である。安倍首相(3)は 2018 年 2 月 6 日に，森友

学園問題に関する朝日新聞の報道に対して，自身のFacebook 上でА哀れで

すね。朝日らしい惨めな言い訳。予想通りでしたБと投稿し，その後の衆院

予算委員会でも朝日新聞を批判した(4)。また保守系雑誌の㈶月刊Hanada㈵

の 2019 年 8 月号には，А安倍総理，大いに語る 朝日新聞と無責任野党に問

うБと題して，安倍首相・櫻井よしこ氏の連名の対談記事が掲載された。＜

保守系の政治家・メディア＞対＜リベラル系の政治家・メディア＞という図

式は，2010 年代を通じてより鮮明になったのである。

　ただし，自民党の（一部の）政治家は朝日新聞に代表されるリベラル系メ

ディアだけを批判してきたわけではなく，マスメディアに対する全般的な不

満を有しているという面には留意する必要がある。例えば麻生太郎副総理兼

財務大臣は，若年層の自民党支持率の高さを引き合いにА新聞を読まない人

(2) 例えば産経新聞はА主張Б欄で，А朝日慰安婦報道㈶強制連行㈵の根幹崩れたБ
（2014 年 8 月 6 日），А朝日新聞のおわび 原発所員の名誉回復急げБ（2014 年 9
月 12 日），А自衛官募集問題 どちらがフェイクなのかБ（2019 年 2 月 18 日）
などの社論を掲載し，朝日新聞を批判し続けた。また読売新聞も，А慰安婦問
題 史実踏まえて新長官談話をБ（2014 年 8 月 27 日），А吉田調書公開 朝日が
㈶撤退㈵取り消して謝罪Б（2014 年 9 月 12 日）といった社説で朝日新聞を批判
している。従軍慰安婦問題や福島第一原発の吉田調書問題に関する誤報が，イ
デオロギー的に対立する朝日新聞への格好の批判材料となった構図である。

(3) 本稿における政治家の役職等はいずれも当時のものである。
(4) 産経新聞Web 版，2018 年 2 月 13 日，https://www.sankei.com/article/

20180213┡SJ4BTMYUE5J5PGLEBLZWKYNRJE/，2021 年 8 月 20 日最終アク
セス
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は全部自民党であり，新聞を取るのに協力しないほうがよいБ(5)と 2018 年に

講演会で発言している。2017 年の東京都議選の応援演説では，麻生副総理

や二階俊博自民党幹事長が，新聞などのマスメディア批判を行った(6)。また

下村博文元文部科学相も，2018 年にА日本のメディアは日本の国家をつぶ

すБという趣旨の発言を行い，与野党双方から批判されている(7)。

　権力批判はマスメディアの主たる機能の一つであるが，マスメディア自身

がА第四の権力Бでもある以上，その論調や報道姿勢に対する政治的・社会

的な批評も自由に行われて然るべきである。しかしながら，政党政治とマス

メディアのイデオロギー的分極化がオーバーラップして進行し，相手陣営へ

の（感情的な）批判が繰り返されるような政治的状況は，健全とは言い難い。

さらに，政治エリートからマスメディア全体に対する批判が繰り返されるこ

とで，有権者のマスメディア不信が増大する可能性も否定できない。

　本稿ではこのような問題意識ならびに近年の政治状況を踏まえ，マスメデ

ィアの左右イデオロギーを有権者がどのように認識しているのか，政治学の

観点から考察を行っていく。その際に注目するのは，有権者のメディア認識

の不均質性と政治意識との関係である。マスメディアに対して，政党や個々

のメディアから様々な形で批判・攻撃が行われるような状況の中で，個々の

有権者のメディア認識も一枚岩ではなく多様だと考えられる。また，マスメ

ディアの分極化が政党政治における対立軸に沿っている以上，有権者のマス

メディア認識は各政党に対する否定的な感情を惹起する要因である可能性が

ある。今後の日本の政治コミュニケーションのあり方を考える上での有益な

(5) NHK政治マガジン，2018 年 6 月 24 日，https://www.nhk.or.jp/politics/ar
ticles/statement/5769.html，2021 年 8 月 20 日最終アクセス

(6) 朝日新聞デジタル，2017 年 7 月 2 日，https://www.asahi.com/articles/DA3
S13015139.html，2021 年 8 月 20 日最終アクセス

(7) 朝日新聞デジタル，2018 年 4 月 24 日，https://www.asahi.com/articles/AS
L4S52P5L4SUTFK01C.html，2021 年 8 月 20 日最終アクセス
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材料となるような知見を提示することを目指したい。

2. 先行研究の検討と本稿の方針

　(1）メディア・バイアスと有権者に関する先行研究

　近年の全国紙のイデオロギー的な対立構造それ自体に関しては，定性的分

析・定量的分析の両側面から多くの研究者が論じており（徳山 2014; 三輪

2017b; 千葉 2020; Kaneko et al. 2021），А産経新聞・読売新聞（・日本経済新聞）

は右寄り，朝日新聞・毎日新聞は左寄りБというブロック化の傾向は研究者

間の共通理解となっていると言えるだろう。各新聞の読者の政治意識につい

ても，概ね購読新聞の論調に沿った傾向が見られることが報告されている

（木村 2008; 稲増 2015; 斉藤・竹下・稲葉 2014; Kobayashi et al. 2019）。また拙著

（金子 2023）では，全国の主要新聞（全国紙と地方紙）に関して，1970 年～

2019 年の憲法記念日社説における左右イデオロギー的な論調や，近年（2017

～18 年）の 2次元の論調（左右イデオロギー軸／中央Ё地方軸）を機械学習モデ

ルも用いて数値化するとともに，それらが有権者の自民党投票と統計的有意

に相関していることを包括的に実証した。

　他方で意外なことに，А有権者がマスメディアの党派性をどのように認識

しているかБに関する先行研究は限られている。2012 年に実施された有権

者調査におけるАマスコミ全体の左右イデオロギーБに関する認識の質問を

分析した谷口将紀によれば，全回答者の平均はほぼ真ん中であるが，自民党

支持者は中道より左寄り，民主党・共産党支持者は右寄りと回答しており，

敵対的メディア認知の傾向が存在するという（谷口 2015: 73┡74）。他方で，

マスメディア業界に対する全般的な印象ではなく，個々のメディアのイデオ

ロギー認知を詳細に分析した研究は乏しいのが現状である。

　その背景として，学術的な社会調査においてメディア（新聞）のイデオロ

ギーに対する認識の質問があまり盛り込まれてこなかった点が挙げられ
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る(8)。新聞の政治的傾向の認識と関連する項目としては，JESⅡ調査（1993

年～96 年）における，А自民党に批判的にみえる新聞Бなどの質問や，JESⅣ

調査（2007 年～10 年）における，各媒体への信頼感を 11 段階で回答する質

問などが挙げられる。しかしこれらの質問項目は，各メディアのイデオロギ

ー的位置を直接聞くものではない。

　筆者の管見の限りの例外は，新聞通信調査会が 2009 年に実施したА第 2

回メディアに関する全国調査Бにおける，全国紙を保守Ё革新軸の 11 段階

に位置付ける質問項目である(9)。同調査の結果，А保守Б的イメージが強い

のは読売新聞，産経新聞の順，А革新Б的イメージが強いのは朝日新聞であ

り，いずれの新聞も若年層ほどА普通Бという認識が明確に多くなっていた

という（新聞通信調査会 2010）。

　このような研究状況を踏まえ，拙著（金子 2023）においては中部地方 5県

の居住者を対象にした有権者調査を行い，当該地域の主要地方紙・全国紙・

NHKの左右イデオロギーに対する認識の分布をヒストグラムで可視化して

いる。そこでの主たる研究関心は地方紙の政治的傾向に対する地元の人々の

認識の実態であったが，地方紙だけでなく全国紙に関しても地方の有権者が

左右バイアスを一定程度認知していることが明らかになった。他方で，特定

の（地方紙が優勢な）地域の有権者を対象にした調査であるため，全国の有権

者のメディア認識に関する一般的な知見を引き出すことはできない。また，

有権者を一枚岩として捉えており，その不均質性を射程に含めていない点で

も本稿の研究関心に応えるものではない(10)。

(8) 各新聞の左右イデオロギーが人々にどのように認識されているかに関する研究
関心自体がこれまで軽視されてきたとも言える。

(9) この調査結果は貴重であるが，左右軸ではなくА保守Ё革新Б軸への位置付け
であり，やや古い用語を用いている点には注意する必要がある。

(10) 山本・竹中（2021）は 2018～19 年のエリート調査データを用いて，朝日新
聞・読売新聞・日本経済新聞・NHKの各メディアに対する革新／中道／保守
政治家のイデオロギー的距離感を分析しており，有権者を対象とする本稿に対
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　メディアの左右イデオロギーと政治意識に関する先行研究は，政治的な分

極化（分断）が深刻な米国を中心に蓄積が進んでいる。米国では，リベラル

メディア（CNN，MSNBC，ニューヨーク・タイムズなど）と保守系メディア

（Fox News，ウォール・ストリート・ジャーナルなど）の党派的対立が深刻であ

り，有権者も自身の党派性と合致するメディアに接触する傾向が明確であ

る(11)。党派的メディアへの選択的接触と意見の強化のスパイラルは特に右

派において顕著である（Hmielowski et al. 2020）一方で，自身と異なる立場の

メディア報道に接触することは，それらのメディアへの評価を向上させる

（Peterson and Kagalwala 2021）とともに，説得効果を生じて世論の分極化を

低減させうる（de Benedictis┡Kessner et al. 2019）ことが議論されている。

　党派交差的なメディア接触が，閉鎖的な政治情報環境であるエコーチェン

バー（Sunstein 2001）を改善する可能性が見出されているわけだが，現実に

は容易なことではない。敵対的メディア認知を有している有権者からすれ

ば，А党派的に偏っているБというイメージを相対化してА敵側Бのメディ

アに積極的に接触する機会は実際には少ないだろう。また近年の米国では，

他党の支持者に対して強い敵意を持つА否定的党派性Б（Abramowitz and

Webster 2018）が顕在化し，イデオロギー的分極化とは異質の党派的亀裂で

ある感情的分極化（Affective Polarization）が進行していることが指摘されて

いる（Iyengar et al. 2019; Jost et al. 2022）。すなわち，社会的に形成された有

権者の敵対的メディア認知も，政党やメディアに対する敵対心や感情的分極

化を促進する要因となっている可能性があるのではないだろうか。

しても示唆的な研究である。
(11) 例えば，Pew Research Center が 2019 年に実施した世論調査の解説記事（htt

ps://www.pewresearch.org/short┡reads/2020/04/01/americans┡main┡sour
ces┡for┡political┡news┡vary┡by┡party┡and┡age/，2023 年 8 月 2 日最終アク
セス）など。
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　(2）本稿の研究デザイン

　そこで本稿では，全国サンプルの割付世論調査によって，全国紙のイデオ

ロギーに対する回答者の認識を個別に質問・分析することにした。その際，

近年の若年層は保革イデオロギーの認知が上の世代と大きく異なっている

（遠藤・ジョウ 2019）ことを踏まえると，А保守（守旧派のイメージ）БА革新（改

革派のイメージ）Бではなく，より一般化された概念であるА右БА左Бのラ

ベルを用いることが適当だと考えられる。また，有権者の敵対的メディア認

知や政党に対する感情的分極化を射程に含めることを考えると，А回答者が

自分自身の左右イデオロギー位置をどのように認識しているかБだけでな

く，А客観的にみて，各回答者にはいかなる左右イデオロギー的傾向がある

かБも把握できるような設計にすることが望ましい。

　その上で，統計分析においても，個々の回答者のメディア認識に関する一

定の類似性を析出できるようなリサーチデザインが必要になる。例えば有権

者の中にはАどのメディアも中道Бと認識している人もいれば，А平均的に

みれば中道だが，個々のメディアは左右に分極化しているБと考えている人

もいるだろう。また，Аメディア全体が右寄りであるБあるいはАメディア

全体が左寄りであるБと認識している人も一定数存在しているはずである。

回答者全体の各メディア認識の平均値を求めたり，あるいは（多次元であっ

たとしても）単純な因子分析を行ったりするだけでは，メディアのイデオロ

ギーの認識パターンの不均質性（多様性）を抽出することは難しい。

　そこで有用だと考えられるのが，А混合分布モデルБを用いたクラスタリ

ングを行うというアプローチである。混合分布モデルは教師なしの機械学習

の一種であり，モデルベースで回答分布のクラスタリングを行うことができ

る。日本においては，三輪（2017a）が世論調査データに混合分布モデルを適

用し，イデオロギー的な信念体系を持つ日本人は 5分の 2程度にすぎないこ

となどを実証している。本稿でも，А○○新聞は右寄り，××新聞は中道Б
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といった認識パターンが，有権者間でどのように異なっているのかを混合分

布モデルを用いて抽出することを目指す。さらに，それらの認識パターン

が，政党に対する感情に影響を与える可能性はあるのかを検証する。

3. データの説明

　(1）インターネット世論調査の概要

　本稿で分析するデータ(12)は，2019 年夏の参院選後に筆者が実施した全国

規模のインターネット世論調査(13)である。同調査の回答サンプルは，楽天

インサイト株式会社の登録モニターのうち，日本国籍を持つ 18 歳以上の有

権者である。2019 年 7 月 21 日 20 時から 7月 23 日までの間に，1500 人から

のデータ回収を完了した。なお調査配信にあたっては，2015 年国勢調査に

おける居住地（都道府県＋政令指定都市，東京 23 区）の年齢・性別人口比に合

わせて割付を行っており，全国レベルで一定の代表性が担保されたデータで

ある(14)。2019 年は，政治家・メディアの党派的対立が深まった第 2期安倍

政権の終盤でもあり，2010 年代の有権者のメディア認識と政治意識を解明

する上で有用な時期の調査だと考えられる。

　本調査には，各メディアの左右イデオロギー認識を問う質問が含まれてい

る。具体的な質問文は，А日本に限らず，世界各国では政治的立場を㈶左㈵┡

㈶右㈵の言葉で表現することがよくあります。このものさしで，ご自身と各

(12) 紙幅の都合上割愛した情報（正式な質問文や変数の記述統計など）について
は，筆者のウェブサイトにOnline Appendix として掲載する予定である。

(13) 複数名の研究者との合同プロジェクトで実施した調査であるが，本研究並びに
本稿で用いる主要な質問項目は筆者独自のものである。なお実施にあたって
は，事前に東京大学ライフサイエンス研究倫理支援室の承認を受けている。

(14) 郵送調査ではなくオンライン登録モニターを対象にした調査である点には留意
が必要であるが，総合的にみて特段の問題は生じないと判断した。なお政治学
研究におけるインターネット調査の有用性については，淺野・大森・金子
（2023）でも詳細に検討している。
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マスメディアの立場を示すとしたら，どうなりますか。1（＝最も左）～11

（＝最も右）のうち，あてはまる数字を選んでください。Бである。本稿で用

いるのは，Аあなたご自身БА朝日新聞БА読売新聞БА毎日新聞БА日本経済

新聞БА産経新聞БАNHKБの各アクターに関する回答となる。主たる研究

関心である全国紙 5紙のイデオロギー的バイアスを個別に質問するととも

に，回答者自身の位置も答えてもらうことで，各回答者がメディアの左右イ

デオロギー的対立空間において自身をどのように位置付けているかを分析す

ることが可能になる。

　ただし注意されたいのは，これらの質問はアンケート画面上で強制回答の

設定になっており，無回答やАわからないБといった選択が許容されていな

いという点である。そこで，А自分自身と全国紙 5紙に対する回答全てで同

じ数字を答えた回答者Бは本稿の分析から除外することにした。これは，

Аよく考えずに全て同じ選択肢を選んだБという省力回答者である satisficer

（三浦・小林 2015）を除外するという意図に加え，各アクターの左右イデオロ

ギーを全く認識していない回答者を分析対象から外すという意図に基づく処

理である。全体では，39.4％の回答者がこの時点で除外され，残りの 909

人（60.6％）の回答者が本稿の分析サンプルとなる。

　(2）各メディアの左右イデオロギー認識の概観

　各アクターの左右イデオロギーについての認識に関する回答選択肢のヒス

トグラム（全分析対象者に占める相対頻度）を図 1にまとめた。

　図 1からは，自分自身についてはА中間（6）Бと認識している回答者が比

較的多い（約 49％）一方で，各メディアに対しては少なからぬ回答者が左右

いずれかのバイアスを認識していることが読み取れる。特に朝日新聞はА中

間Бと答えた人は約 12％にすぎない。またNHKであっても，А中間Бの選

択率は約 35％に留まっている。なお，全国紙 5紙とNHKの左右イデオロ
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ギー位置は筆者が同時期に実施した中部地方 5県の有権者調査でも質問して

いるが，当該調査におけるヒストグラム（金子 2023: 64）と図 1の形状は非

常に似通っている(15)。全国メディアの左右イデオロギー認識に関する一般

的傾向は，居住地域に関わらず広く共通していると考えられる。

　メディア別の平均値は，朝日新聞は 4.4，読売新聞は 6.8，毎日新聞は

5.1，日本経済新聞は 6.1，産経新聞は 6.9，NHKは 6.2 であった。朝日新

図 1　各アクターの左右イデオロギーに関する主観的認知

注：縦軸は相対頻度（％）である。

(15) ただし金子（2023）の中部地方 5県の調査では，АわからないБという回答を
許容した上で分析から除外しているなど，完全に同一の質問形式ではない。
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聞のリベラル傾向が強く認識されている点は新聞通信調査会（2010）の結果

と同様であるが，産経新聞が読売新聞よりも右寄りに認識されている点や，

毎日新聞の左寄り傾向も明確である点などが異なっている。これらの差異の

要因としては，①А保守Ё革新БА右Ё左Бのワーディングの違い，②郵送

調査とオンライン調査の違い，③調査実施時期の違い，などが考えられる。

いずれにせよ，近年の日本の有権者のメディア・バイアス認識の実態を新た

なデータでまず確認したこと自体に，一定の意義が認められよう。

4. 混合分布モデルによるクラスタリング

　(1）分析方法

　本稿では，各メディアのイデオロギー認識の全体的傾向から一歩進み，人

々が複数のメディアの左右イデオロギーをどのように把握しているかのパタ

ーンを分析することが目標となる。そこで，有権者のメディア認識の不均質

性（多様性）を抽出するために，混合分布モデル(16)（回答者全体の各メディア

のイデオロギー認識の分布は，複数の確率分布の合成によって成り立っていると仮定

し，尤度を用いて回答者を各グループに分類する分析モデル）を用いたクラスタリ

ングの作業を行う。実際の計算にはEMアルゴリズムが用いられるが，本

稿では反復数を十分に確保するために 10000 回の iteration とした。

　混合分布モデルの推定においては統計分析ソフトR(17)の flexmix パッケ

ージ（Leisch 2004; Gruen et al. 2020）を用いる。flexmix では一般化線形モデ

ルをベースにクラスタリングを行うため，ポアソン分布などを仮定したモデ

ルを推定することも可能だが，今回は従属変数が 11 段階の連続変数である

ことや各変数のヒストグラム（図 1）を踏まえ，いずれの変数でも正規分布

(16) 類似の分析手法として潜在クラス分析があるが，本稿のクラスタリング対象の
変数は連続変数であるため，混合分布モデルを採用した。

(17) 本稿の分析には，R version 4.3.1 を用いた。
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を仮定している。

　推定に際しては，分類したいグループ（クラス／コンポーネント）の数を研

究者が事前に設定しておく必要があるが，絶対的な基準が定まっているわけ

ではない。本稿では複数のグループ数の推定結果やAIC などの指標を比較

検討した上で，5グループによるクラスタリングを採用することにした(18)。

　(2）クラスタリングされた各グループの解釈

　混合分布モデルの推定結果を図 2と表 1にまとめた。図 2は，それぞれの

グループにおける各メディアや回答者自身の左右イデオロギー認識の平均値

と 95％信頼区間をプロットしたものである。この図を用いて，各グループ

に所属する回答者のメディア認識パターンを定性的に解釈していくことにな

る。また表 1は，回答者の各グループへの所属割合を，全体／年齢層別／学

歴別にまとめたものであり，基本属性を比較することができる。

　各グループの特徴を検討していこう。まずグループ 1は，いずれのメディ

アについてもほぼ中道だと認識している回答者群であり，А中道認識Бと呼

ぶことにする。回答者全体では約 18％がこのグループに該当する。本稿の

調査データにおいて分析対象としている，自身や新聞の左右イデオロギーを

何らかの形で認識している人々の間でも，実質的にはほぼ全てのメディアを

中道だと考えるタイプが一定数存在するということになる。

　グループ 2は，А弱い分極化認識Бと呼ぶことが可能な回答者群である。

朝日新聞はやや左，読売新聞は中道より若干右寄りに認識されているが，他

のメディアや回答者自身はほぼ中道に近い。産経新聞も読売新聞よりさらに

中道寄りである。換言すると，朝日新聞のリベラル傾向は一定程度認識して

いるが，他のメディアについては明確な立ち位置を知らない人々だと解釈す

(18) 例えばグループ数を 6にすると，本稿のА弱い分極化認識БА強い分極化認識Б
が混在したようなグループが析出され，定性的な解釈が難しくなってしまう。
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ることも可能である。約 50％の回答者がこのグループに所属しており，現

代日本の有権者におけるマジョリティだと言えるだろう。

図 2　クラスタリングされた各グループのメディア認識

注：各グループ所属者の，各アクターの左右イデオロギー認識の平均値と 95％信頼区間を示して

いる。
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　グループ 3は，朝日新聞が明確に左派，産経新聞が右派として認識され，

読売新聞の右寄り傾向や毎日新聞の左寄り傾向もはっきりと認知されている

回答者群であり，А強い分極化認識Бグループだと考えられる。他方で，（全

国紙に対しての参照点となる）回答者自身やNHKはほぼ中道付近に位置付け

ていることも分かる。回答者全体では，約 11％がこのグループに所属して

いる。多くの研究者や政治知識が高い人々（例えば本稿の読者層）はこのよう

に各メディアの位置関係を把握しているのではないかと推測されるが，実は

有権者全体から見ればその割合は大きくない。

　グループ 4は，マスメディア全体が右寄りに偏っていると考える人々であ

り，А㈶右に偏向㈵認識Бグループと呼ぶことができる。産経新聞や読売新聞

はもちろん，日本経済新聞やNHKも右派として位置付けており，毎日新聞

ですらどちらかと言えば右寄りのメディアとして認知している。他方で回答

者自身や朝日新聞は，（若干左寄りながらも）中道に近いと認識している。回

答者全体に占める所属割合は約 7％と少数派である。

　グループ 5は，グループ 4と反対にマスメディア全体が右寄りに偏ってい

ると考える，А㈶左に偏向㈵認識Бグループである。朝日新聞や毎日新聞だけ

でなく，日本経済新聞やNHKも左派メディアとして認識されている。読売

新聞もやや左寄りであり，中道のメディアとして産経新聞を位置付けている

のが興味深い。回答者自身は若干右寄りだがほぼ中道だと認知している。全

体では約 15％がこのグループに所属している。

表 1　回答者の各グループへの所属割合

全体
年齢層 学歴

30 代以下 40～50 代 60 代以上 非大卒 大卒

グループ 1：中道認識 17.9％ 18.4％ 16.7％ 18.5％ 22.2％ 14.0％
グループ 2：弱い分極化認識 50.1％ 50.2％ 52.8％ 48.3％ 47.2％ 52.6％
グループ 3：強い分極化認識 10.7％ 8.7％ 6.7％ 14.1％ 6.7％ 14.4％
グループ 4：├右に偏向」認識 6.6％ 2.4％ 6.3％ 8.8％ 6.9％ 6.3％
グループ 5：├左に偏向」認識 14.7％ 20.3％ 17.5％ 10.4％ 17.0％ 12.7％
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　以上の混合分布モデルのクラスタリング結果から，現代日本人のメディア

認識に関してまず 3点を指摘することができる。1点目は，メディアの左右

イデオロギーに対する有権者の認知には明確な不均質性が存在しているとい

うことである。ただし各々の有権者がバラバラな認識を持っているわけでは

なく，各項目に対する回答傾向に一定の類似性が見られることにより，実質

的に解釈することが可能な 5つのグループが抽出された(19)。換言すれば，

各グループに所属する回答者の傾向や政治意識について，さらに検討を深め

ていく意義が大きいと言える。

　2点目は，多くの有権者は全国紙に対して，明確な分極化を認識していな

いということである。А中道認識БとА弱い分極化認識Бに所属する約 3分

の 2の回答者は，左右イデオロギーが明確なアクターとしてマスメディアを

認識する傾向は弱い。図 2からは，論調としては最も右寄りだと考えられる

産経新聞であっても，多くの人には（あえて回答を求められれば）ほぼ中道な

メディアとして認知していることが分かる。この結果は，有権者のイデオロ

ギー的な信念体系は少数のイデオローグによって成り立っているとする三輪

（2017a）の知見とも整合的である。

　3点目は，然は然りながら，А強い分極化認識БА㈶右に偏向㈵認識БА㈶左

に偏向㈵認識Бに該当する 3割以上の回答者は，何らかの強い左右イデオロ

ギー的偏向をマスメディア群に対して認識しているということである。特に

これらのグループの所属者に関しては，そのデモグラフィック属性や政治意

識，メディア接触状況などを精査していくことが必要になるだろう。さらに

これらの 3つのグループの回答者は，マスメディアはバイアスがあると考え

(19) 複数の項目への回答に対して混合分布モデルを適用することのメリットもこの
点にあると言える。例えば朝日新聞に対する左右イデオロギー認識の平均値
は，А強い分極化認識БА㈶左に偏向㈵認識Бでほぼ同じだが，他のメディアへ
の回答傾向を考慮に入れることで，2つのグループの異質性が発見された。
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ている一方で，平均的にみて自分自身はА中道Б近辺だと認識している点も

興味深く，その実態については次項で考察を行うことにしたい。

　(3）各グループに所属する回答者の特徴

　続いて，それぞれのグループに所属する回答者のデモグラフィック属性に

はどのような特徴が見られるか，年齢層と学歴に注目して検討を行う。

　まず年齢層に関して，30 代以下，40～50 代，60 代以上の 3区分における

所属割合の集計結果を表 1で示している。А中道認識БА弱い分極化認識Бの

回答者については，年齢層による所属割合の差異は明確ではない。他方で

А強い分極化認識Бは，有権者としての経験が長い 60 代以上が他の年齢層よ

りも所属割合がやや高くなっていることが分かる。

　特に指摘しておくべきは，А㈶右に偏向㈵認識БА㈶左に偏向㈵認識Бの 2つ

のグループでは，年齢層ごとの傾向が正反対であることだろう。А㈶右に偏

向㈵認識Бグループの回答者は，60 代以上では約 9％を占めている一方で，

30 代以下にはほとんど存在していない。逆にА㈶左に偏向㈵認識Бグループ

は，60 代以上では約 10％に留まるが，30 代以下では約 20％を占めている。

30 代以下の有権者において，マスメディアが左寄りに偏っていると思う人

は，右寄りに偏っていると思う人よりも圧倒的に多い(20)。日本において，

マスメディアのリベラル・バイアス認識が今後（米国同様に）強まっていく

可能性を示唆する結果となっている。

　次に学歴別の集計結果を見ると，大卒者は非大卒者に比べてА中道認識Б

が相対的に少なく，А強い分極化認識Бが比較的多いことや，А㈶左に偏向㈵

(20) 新聞通信調査会（2010）における全国紙の保革イデオロギー認知の分析では，
30 代以下は各新聞をА普通Б近辺として平均的に認識しているという結果が
示されている。調査時期や質問の文言が異なるため単純比較はできないが，単
純な平均値ではなく回答パターンの不均質性を析出するという本稿のアプロー
チの利点を指摘できる。
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認識Бがやや少ないことが読み取れる。高齢者ほど大卒者が少ない点には留

意が必要であるが，政治知識の多い高学歴層ほど，各メディアの（専門家か

らみた）А実際のБ政治的立場を把握する傾向にあると解釈できる。

　以上の検討を踏まえた上で重要だと考えられるのは，各回答者のА客観

的Бな左右イデオロギー的傾向と，メディアの左右イデオロギー認識の関係

を明らかにすることである。図 2から分かるように，いずれのグループであ

っても回答者自身は中道付近に位置付けられる傾向にある。しかし，自分自

身を主観的にА中間БやА中立Бと認識していることと，本人の実際の政治

的傾向が中道であることは当然ながらイコールではない。敵対的メディア認

知の理論が日本でも成り立つとすれば，客観的にみて左／右いずれかのイデ

オロギー的傾向を強く有している人は，Аマスメディアはそれぞれ右／左に

偏っているБと認識していることが予想される。

　ここで，各回答者のА客観的Бな左右イデオロギー的傾向をどのように計

測するかが分析上の課題となる。本稿では，本調査に含まれる 10 個の政策

争点質問への回答データに対して項目反応理論（IRT）を適用することで，

表 2　客観的な左右イデオロギーの推定に用いた
項目反応理論（IRT）の争点ごとの識別力

質問項目 識別力

防衛力強化 2.72
憲法改正 2.49

首相の靖国神社参拝 2.33
近隣諸国への謝罪 1.47
景気対策の財政出動 0.83
公共事業による雇用確保 0.76
貿易や投資の自由化 0.34

同性婚 0.31
小さな政府 0.18

外国人労働者の受け入れ 0.16

注：各回答者の左右イデオロギー（IRT）の推定に用いた項目反応理論モデルにおける，各争点
の識別力（絶対値）を示している。
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政策選好ベースの 1次元の理想点（ideal point）を推定し，А左右イデオロギ

ー（IRT）Бとして変数化することにした。表 2は，項目反応理論モデルにお

ける識別力の絶対値（理想点推定に対する影響力）の降順に，各争点を並べた

ものである。防衛力強化，憲法改正，首相の靖国神社参拝，近隣諸国への謝

罪といった，伝統的に日本の左右軸を規定してきた外交・安全保障争点の識

別力が高くなっており(21)，小さな政府や外国人労働者受け入れといった争

点の識別力が低いことから，回答者の左右イデオロギー的傾向を適切に数値

化することができていると評価できる。

　図 3は，各回答者のメディア認識のグループ別に，左右イデオロギー

（IRT）の平均値をまとめたものである。値が大きい（正）ほど右寄り，小さ

い（負）ほど左寄りの回答者であることを意味している。また，左右イデオ

ロギー（IRT）は平均値＝0として推定されるスコアであるため，全回答者

における平均的左右イデオロギーを表す点線もプロットした。

　図 3からはまず，А中道認識БА弱い分極化認識БА強い分極化認識Бの各

グループの回答者は，左右イデオロギー（IRT）の平均値は 0に近く，政策

争点態度の観点からみても明確な党派性は確認できないことが分かる。もっ

図 3　各グループの客観的な左右イデオロギー（IRT推定値)

注：左右イデオロギー（IRT）について，グループごとの平均値と 95％信頼区間を示した。

(21) 谷口（2020）における東大・朝日有権者調査を用いた左右イデオロギーの分析
とも平仄の合う結果である。

(198)
87Ё3Ё20



とも，IRT推定値が 0であるからといって，Аその人の政治的傾向が㈶中

道㈵であるБと理論的に主張できるわけではない。あくまで全回答者中の相

対的な位置が真ん中に近いという意味である点には留保が必要だが，左右い

ずれかのイデオロギー的傾向が小さいグループだと解釈できる。

　他方で，А㈶右に偏向㈵認識БА㈶左に偏向㈵認識Бの各グループの回答者に

は明らかなイデオロギー的傾向が確認できる。すなわち，А㈶右に偏向㈵認

識Бの回答者は客観的にみて左寄り，А㈶左に偏向㈵認識Бの回答者は客観的

にみて右寄りのイデオロギーを有していることが顕著である。すなわち，先

述した敵対的メディア認知の理論と合致する結果が得られた。

　ただし，左／右のイデオロギー的傾向を持つ人であっても，А全てのメデ

ィアが総じて右／左に偏っているБと画一的に考えているわけではないとい

うことも強調しておきたい。А㈶右に偏向㈵認識БА㈶左に偏向㈵認識Бのいず

れのグループでも，各メディアの相対的な位置取り自体は認識されている。

有権者の敵対的メディア認知は，マスメディア全体の位置に関するぼんやり

としたイメージではなく，個々のメディアの位置関係を（一定程度）踏まえ

た上で生じる現象だとも考えられよう。

　次に，各グループに所属する回答者がどのようなメディア経由で政治情報

に接触しているのかについても確認しておこう。本調査では，Аあなたは普

段，紙の新聞をどのくらい読みますかБАあなたは普段，テレビのニュース

番組をどのくらい観ますかБАあなたは毎日，ウェブサイトや SNSを使って

どのくらいニュースを見ますかБという形式で，日常的な情報接触の程度を

5段階で質問している。いずれも，数値が大きいほど接触の頻度や程度が高

いことを意味するように変数化した。

　それぞれの項目に関して，各グループの平均値を図 4にまとめた。まず

А中道認識БА弱い分極化認識Бグループについては，他グループと比べてそ

れほど目立ったメディア接触傾向が見られるわけではないが，テレビニュー

有権者の不均質なマスメディア認識
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ス視聴頻度が比較的高いのが特徴である。放送法でА政治的公平Бが規定さ

れ，相対的には報道の党派的なバイアスが小さいと考えられるテレビのニュ

ースを主たる政治情報源としている視聴者は，新聞メディアの政治的傾向を

認識する機会もあまり多くないと予想される。

　┴強い分極化認識Бタイプは，いずれのメディアの接触頻度も比較的高い

が，特に紙の新聞の閲覧頻度やテレビニュース視聴頻度が高い。様々なマス

メディア経由で政治に関する情報に豊富に接することが，各新聞の左右イデ

オロギーを明確に意識する一因となっていると考えられる。

　また，А㈶右に偏向㈵認識БА㈶左に偏向㈵認識Бのメディア接触傾向は対照

的である。А㈶右に偏向㈵認識Бは紙の新聞の閲覧頻度が高い一方で，ネット

ニュースの接触頻度は低い。А㈶左に偏向㈵認識Бは紙の新聞の閲覧頻度がか

なり低く，ネットニュースには相対的に高頻度で接触している。テレビニュ

ースの視聴頻度は，その他のグループに比べると（特にА㈶左に偏向㈵認識Бグ

図 4　各グループの平均的なメディア接触率

注：各メディア接触頻度について，グループごとの平均値と 95％信頼区間を示した。
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ループで）やや低くなっている。А㈶左に偏向㈵認識Бグループ（自身の客観的

な左右イデオロギーは右寄り）は新聞をあまり読まずにネットニュースを活用

した情報接触を行っているにも関わらず，朝日新聞や毎日新聞などの新聞を

強く左派的だと認識している，という結果は興味深い。

　これらは，敵対的メディア認知は当該メディアに接触していない層でも

（あるいは党派的に自身と異なるメディアに接する機会が無い層だからこそ）生じる

ことを示しているとともに，日本のオンライン上の政治情報流通環境が，メ

ディアのリベラル・バイアスを強調・批判するような傾向にあることを示唆

する結果である。先行研究は，パソコンでのネット利用時間が多い人の間で

は安倍首相感情温度が分極化していること（辻 2021）や，若年層のネットメ

ディア利用と安倍首相への好感の関連（金子・逢坂 2018）を指摘している。

また米国でも，インターネット環境の整備は党派的なメディア消費と否定的

党派性の増大をもたらしたことが論じられている（Lelkes et al. 2017）。ネッ

ト利用がメディアと政党のイデオロギー認識や感情にどのような影響を与え

るのかについては，さらなる研究蓄積が求められるところである。

5. 不均質なメディア認識が政党への感情に与える影響

　以上，メディアの左右イデオロギーに関する有権者の不均質な認識の実態

とその背景要因について，複数の角度から論じてきた。本節ではその結果を

踏まえ，それぞれのグループに特徴的なメディア認識を持っていることが，

政党に対する感情と関連しているのか（より踏み込んで言えば，影響を与えてい

るのか）を分析することにしたい。先述の通り，とりわけ 2010 年代の政党

政治はメディアの党派的な亀裂に沿う形で歩を進めてきた。そうであるなら

ば，自身と対立するメディアの政治的バイアスは，それらのメディアと党派

性を共有していると考えられる政党への悪感情と関連付けて認識・理解さ

れ，感情的分極化を促進しているかもしれない。
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　本調査では，主要政党に対する感情温度（0度～100 度）を質問してい

る(22)。本稿で用いるのは，自民党，公明党，立憲民主党，共産党の 4党に

対する回答者の感情温度である。安倍政権の与党であった自民党と公明党，

リベラル系野党として安倍政権を批判した（旧民主党・民進党の系譜を継ぐ）

立憲民主党と共産党，の両陣営に対する有権者の感情は，メディアの左右イ

デオロギー認識からも説明可能だろうか。

　本節の具体的な仮説は下記の通りである。

仮説 1：各メディアの左右イデオロギー認識に関して，А㈶右に偏向㈵認識Б

グループに所属している人は，自民党や公明党に対する感情温度が低く，立

憲民主党や共産党に対する感情温度が高い。

仮説 2：各メディアの左右イデオロギー認識に関して，А㈶左に偏向㈵認識Б

グループに所属している人は，自民党や公明党に対する感情温度が高く，立

憲民主党や共産党に対する感情温度が低い。

　仮説検証は，各政党感情温度を従属変数とする重回帰分析によって行う。

鍵となる独立変数は，А弱い分極化認識БА強い分極化認識БА㈶右に偏向㈵認

識БА㈶左に偏向㈵認識Бの各グループに所属していれば 1，所属していなけ

れば 0をとる，4つのダミー変数である。基底カテゴリであるА中道認識Б

グループと比較して，各グループへの所属が政党感情温度に対して統計的に

有意な効果を持っているかどうかを検証する。

　ただし，本稿の重回帰分析において統制変数を含めるべきかどうかは判断

(22) 質問文は，Аあなたは，以下の政党や政治家に対し，好意的な気持ちを持って
いますか，それとも反感を持っていますか。好意も反感も持たないときは，50
度としてください。好意的な気持ちがあれば，その強さに応じて 51 度から
100 度，また，反感を感じていれば，49 度から 0度のどこかの数字で答えてく
ださい。Бである。感情温度質問の有用性に関しては三輪（2018）を参照。
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が分かれうるところである。Аメディア認識に関して各グループに所属して

いる回答者は，各政党に対してどの程度好感／反感を持っているかБを明ら

かにすることを主目的とするならば，統制変数を含めないモデル（シンプル

モデル）を採用することになる(23)。他方で，前節で論じたように，メディア

の左右イデオロギー認識に関するグループ所属には様々な規定要因が想定さ

れる。メディア認識が政党感情温度に対して与える固有の効果を推定するこ

とを主眼とすれば，欠落変数バイアスを防ぐために，メディア認識と政党感

情温度の交絡要因となる変数は統制すべきである。

　そのため本節では，必要な統制変数を投入したフルモデルと統制変数を含

めないシンプルモデルの両者の推定結果を示すことで，仮説を総合的に検証

することにした。フルモデルの統制変数には，デモグラフィック変数（性

別，年齢，学歴）や政治関心に加え，前節で検討した各回答者の客観的な左

右イデオロギー位置（IRT推定値）と各メディア接触頻度も投入する。特に

左右イデオロギー（IRT）は，政党感情温度に直接影響を与えている可能性

が高いため，フルモデルでは統制が必要であろう。その他，Аいずれの政党

に対しても高い／低い温度を回答するБといった各個人の全般的な傾向を統

制するために，4党の感情温度平均値も投入した(24)。

　表 3は，フルモデルの推定結果を示したものである(25)。さらに，各グル

ープ所属がそれぞれの政党感情温度に与える効果を分かりやすく示すため

に，各モデルの点推定値と 95％信頼区間を図 5にプロットした。黒のマー

カーと実線はフルモデルの結果を，グレーのマーカーと点線はシンプルモデ

ルの結果を表している。

(23) シンプルモデルには，メディア認識の結果となるような変数を統制することで
推定値が歪むという，処置後変数バイアスを防ぐ利点も存在する。

(24) なお，各感情温度を Z得点に変換した場合も分析結果は大きく変わらなかっ
たため，本稿では係数の解釈が容易なモデルを採用している。

(25) シンプルモデルの推定結果の表は，Online Appendix に掲載する。
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表 3　各政党感情温度を従属変数とする重回帰分析（フルモデル）の推定結果

自民党 公明党 立憲民主党 共産党

(1) (2) (3) (4)

グループ 2：弱い分極化認識 4.348┢
(1.826)

0.111
(1.531)

－3.219＋

(1.681)
－1.240
(1.637)

グループ 3：強い分極化認識 3.869
(2.613)

－3.093
(2.192)

－2.372
(2.407)

1.596
(2.343)

グループ 4：├右に偏向」認識 －8.030┢
(3.115)

－10.629┢┢┢
(2.613)

5.789┢
(2.868)

12.870┢┢┢
(2.792)

グループ 5：├左に偏向」認識 5.688┢
(2.436)

3.749＋

(2.043)
－7.599┢┢┢
(2.243)

－1.838
(2.183)

女性 －1.631
(1.389)

－0.085
(1.165)

－0.584
(1.279)

2.300＋

(1.245)

年齢 0.039
(0.053)

0.013
(0.044)

0.048
(0.048)

－0.101┢
(0.047)

学歴 －0.309
(0.801)

－1.562┢
(0.671)

1.886┢
(0.737)

－0.015
(0.718)

政治関心 －0.015
(0.625)

0.019
(0.524)

－0.069
(0.576)

0.065
(0.560)

新聞閲覧頻度 －0.805＋

(0.420)
－0.462
(0.352)

0.444
(0.387)

0.823┢
(0.377)

テレビニュース視聴頻度 －0.303
(0.566)

0.105
(0.475)

1.256┢
(0.521)

－1.058┢
(0.508)

ネットニュース接触頻度 0.688
(0.735)

0.027
(0.617)

－0.527
(0.677)

－0.188
(0.659)

左右イデオロギー（IRT） 15.728┢┢┢
(0.827)

4.240┢┢┢
(0.694)

－10.081┢┢┢
(0.762)

－9.888┢┢┢
(0.741)

政党感情温度平均値 0.882┢┢┢
(0.047)

1.219┢┢┢
(0.040)

0.954┢┢┢
(0.044)

0.945┢┢┢
(0.043)

定数項 16.470┢┢
(5.731)

－6.713
(4.807)

－7.545
(5.277)

－2.213
(5.137)

N 909 909 909 909
調整済み決定係数 0.487 0.531 0.503 0.493

＋：p＜0.1 ┢：p＜0.05 ┢┢：p＜0.01 ┢┢┢：p＜0.001

注：括弧内の数値は標準誤差である。
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　図 5からは，А㈶右に偏向㈵認識БА㈶左に偏向㈵認識Бの各グループに所属

している回答者は，全体的にみて，自民・公明／立憲・共産のそれぞれの陣

営に対して固有の感情を有していることが読み取れる。

　まずА㈶右に偏向㈵認識Бグループに所属することの効果を見ていこう。

フルモデルでは，自民党に対しては約 8度，公明党に対しては約 11 度，А中

道認識Бグループと比べて感情温度が低い。他方で立憲民主党に対しては約

6度，共産党に対しては約 13 度，А中道認識Бよりも感情温度が高くなって

いる。シンプルモデルでは，自民党：－21 度，公明党：－16 度，立憲民主

党：＋12 度，共産党：＋18 度という有意かつ大きな効果が見出された。

　┴㈶左に偏向㈵認識Бグループに所属する効果はどうだろうか。フルモデル

では，自民党に対して約 6度，公明党に対して約 4度（ただし有意水準 10

％），А中道認識Бグループよりも感情温度が高い。他方で立憲民主党に対し

図 5　政党感情温度に対する各グループ所属の効果

注：├グループ 1：中道認識」を基底カテゴリとした場合の，各グループ所属が政党感情温度に与

える効果の推定値と 95％信頼区間を示した。黒のマーカー・実線はフルモデル，グレーのマーカ

ー・点線はシンプルモデルの推定結果を意味している。
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ては約 8度，А中道認識Бよりも感情温度が低くなっている。またシンプル

モデルの推定値は，自民党：＋15 度，立憲民主党：－22 度，共産党：－15

度であった（統計的に有意なもののみ記述）。

　以上より，Аマスメディア群に対して左右いずれかのバイアスを認識して

いる人は，АバイアスのあるБメディアと同じ側の党派性を持つ政党に対し

てはネガティブな感情を，対立する党派性を持つ政党に対してはポジティブ

な感情を抱くБという関係性が，総じて（多くのモデルで統計的有意に）存在

していることが分かった。推定量はシンプルモデルの方が大きい傾向にはあ

るが，統制変数を加えたフルモデルでも（統計的に有意な変数においては）絶

対値は 10 度前後であり，実質的に意味のある大きさの効果が頑健に確認さ

れた(26)。すなわち，本節の仮説 1・仮説 2は概ね証明されたと言える。フ

ルモデルの推定結果（表 3）から分かるように，各回答者の客観的な左右イ

デオロギー位置自体は政党への感情と強く相関している。これを考慮した上

でも，Аマスメディアの左右バイアスに関する認識Бが政党好感度に固有の

影響を与え，感情的分極化をもたらしていることが強く示唆されるという結

果は，新たな発見だと考える。

　最後に，個々の分析結果についても若干補足をしておきたい。政策面では

中道政党である公明党への感情温度がА㈶右に偏向㈵認識Бグループの間で

低くなっていることから，敵対的メディア認知は必ずしもА右派政党Бに対

する反感ではなく，А自民党・公明党Бという与党チーム全般に対する否定

的感情をもたらしていると考えられる。また，А弱い分極化認識Бグループ

が自民党に対して若干の好感を持っている点はやや意外であるが，このグル

ープの特徴は実質的にはА朝日新聞の左寄り傾向を一定程度認識しているこ

(26) 図 5 は描画範囲が┡30 度～30 度と広いため各推定値の大きさが若干目立たなく
なっているが，感情温度質問は一般に 50 度（好意も反感も無し）と回答する
人が多いこともあり，10 度の変化量は大きな意味を持つと考えられる。
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とБ（先述）であるとも言えるため，メディアのリベラル・バイアスを部分

的に認知している層であることが影響しているのではないかと解釈できる。

6. おわりに

　本稿では，有権者の各メディアに対する左右イデオロギー認識を概観した

上で，混合分布モデルによるクラスタリングを行い，有権者の間での不均質

性が存在することを明らかにした。また，メディア認識に関する各グループ

への所属が，客観的な左右イデオロギー傾向や政党感情温度といった政治意

識変数と関連していることを示した。新聞（やその読者）の党派性認知に関

する分析を行うためには，新聞ごとの位置についての質問を世論調査で行う

必要が指摘されてきた（小林・竹本 2016）が，本稿で用いた全国規模の有権

者調査はその研究の間隙を埋めるのに有用だったと考える。

　本稿の分析から得られた知見の 1つは，約 3分の 2の有権者は全国紙のイ

デオロギー的な差異を明確に認識しているとは言えないということである。

全体の約半分を占めるのはА弱い分極化認識Бグループであるが，そこでも

朝日新聞についてはある程度左寄りだと認識されているものの，産経新聞や

読売新聞の右寄り傾向の認識程度は強くなかった。その意味では，日本のマ

スメディアのイデオロギー的分極化は，少なくとも多くの有権者にとっては

（今のところは）それほど深刻ではないのかもしれない。他方で，実際には全

国紙に明確な左右イデオロギー的傾向が存在していることは明らかであり，

各紙読者の党派的な政治意識への影響も指摘されているところである。換言

すれば，マスメディアのイデオロギー的な配置をあまり自覚していない人で

あっても，自身を取り巻くメディアの政治的バイアスと無縁でいることはで

きず，その影響を知らず知らずのうちに受けている可能性がある。

　また，30 代以下の若年層においてА㈶左に偏向㈵認識Бの割合が相対的に

高いという結果も一考に値すると思われる。このグループの特徴は，新聞よ
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りもネットニュースを活用して政治情報を入手しており，自民党感情温度が

高く，立憲民主党感情温度が低いことである。新聞を読まない層がメディア

のリベラル・バイアスを認識している背景として，インターネット上の右派

的な政治情報や保守政治家のリベラルメディア批判に接触していることなど

が挙げられるが，現段階ではあくまで推論の域を出ない。若年層のメディア

観と政党観については，オンライン上の政治情報のコンテンツ分析と合わせ

て今後精査していく必要があるだろう。

　本稿に残された課題の 1つは，あくまで観察研究に基づく分析であるた

め，因果メカニズムがブラックボックスのままになっていることである。本

稿ではА敵対的メディア認知が，各政党に対する好感・反感に影響を及ぼす

（感情的分極化をもたらす）Бという方向の因果関係を仮定しているが，А各政

党に対する好感・反感が，党派的なメディアの左右イデオロギー的立場に関

する認知を強化するБというメカニズムを想定することも不自然ではない。

有権者のメディア認識と政党への感情の関係は長期的に醸成されていくと予

想されるため，因果の方向性を厳密に峻別することは難しいが，サーベイ実

験による因果メカニズムの検証(27)なども有用だと思われる。

　また，本稿の調査の回答者が全国紙 5紙の左右イデオロギー認識を答える

際に，別の要素（例えば，各新聞に対する信頼感や各紙と自民党の距離感など）を

考慮に入れて回答している可能性も否定できない。つまり，各グループにク

ラスタリングされたことの実質的意味もより慎重に評価すべきかもしれな

い。各アクターのイデオロギー位置の質問は認知的負荷が比較的高いことも

あり，調査参加者の回答心理などもさらに検討していく必要があろう。

　本稿の分析対象は 2010 年代の日本のメディア状況と有権者の意識であっ

(27) 例えば，敵対的メディア認知に関する実験研究（Coe et al. 2008）なども参考
に，メディアの左右イデオロギーをプライミングするような実験刺激を用いて
政党感情温度への影響を測るようなデザインが考えられる。
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たが，メディア環境の変化や政党政治のダイナミズムの影響を受ける形で，

有権者のメディア意識は 2020 年代も分断が進んでいる可能性がある。米国

ではマスメディア全般のリベラル・バイアスが近年批判対象となっており

（Groseclose 2011），トランプ前大統領の執拗な大手メディア攻撃も相まって，

メディアが 2大政党支持者の党派的対立と感情的分極化の構成要因となって

いる（山脇・津山 2019）。本稿の分析結果は，日本においてАメディアがどの

ように政治的に分断されているかБの認識自体が，有権者間で分断されてい

ることを示すものである。米国社会の深刻な分断状況を念頭に置きつつ，日

本の有権者にとってのА政治とメディアБの現状を冷静かつ多角的に分析

し，健全な民主主義のあり方を議論していくことが求められる。

Н本稿は，2021 年度日本政治学会研究大会の報告論文をもとに，分析方法

の再検討などを行って加筆修正したものである。討論を務めていただいた堤

英敬先生・池田文先生にこの場を借りて厚く御礼申し上げる。また，2023

年度前期に東北大学法学部で筆者が開講したА㈶メディアと政治㈵の過去・

現在・未来Б演習の参加者からも，本稿の内容に関して（デジタル・ネイティ

ブ世代としての）有益なコメントを多数頂戴した。なお本研究に際しては，

科学研究費補助金（18J12661，21J00331，22K13320）の助成を受けた。
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